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以前のコラムでも、食品リサイクル法の判断基準省令等が改正になりました。とご案内をしましたが、その省令等
の改正にかかるガイドラインがこの度環境省から公表されましたので、その紹介をします。

① 食品関連事業者が食品循環資源の再生利用を実施
する際、不適正処理がなされないよう適切な措置を
講ずる。（再生利用の阻害にならないように）

② 食品廃棄物の収集・運搬時や特定肥飼料等の製造
時に、食品廃棄物の性状や発生の状況を勘案し、食
用と誤認されないよう適切な措置を講ずる。

③ 食品関連事業者が肥飼料などの製造を委託する場
合は、適正な料金で再生利用を行っている委託先を
選定する。

④ 処理委託先に対して、委託内容どおりの収集運搬、
飼料肥料化がされていることを確認する措置を講ず
る。

省令等の改正概要

食品関連事業者向けガイドラインの概要

① 全ての食品関連事業者に求められる取組

• 転売防止の観点でもまずは食品リサイクルの適確な
実施の確保のための取組を徹底する必要がある。

• 自らの事業に伴って排出された食品廃棄物の処理に
ついて、排出事業者責任を重く再認識する。

• 再生利用事業者等との信頼関係の強化等により食品
リサイクルに主体的に取り組む。

② 本事案を受けた追加的な転売防止措置

• 廃棄される食品の性状（固形・液状等）、荷姿、消費・

賞味期限の長さ、発生量とうに応じてあるいは排出さ
れる場面に応じて、転売のリスクを考慮しつつ、追加
的に転売防止措置を検討する。

• 転売のリスクが相対的に高いと考えられる場合に、通
常の業務管理に加え、取組を柔軟に選択して実施す
る。

• 食品リサイクルの取組の促進と転売防止のための措
置を同時に達成するよう取り組む。

その他、③として、具体的取り組み事例が紹介されてい
ます。http://www.env.go.jp/press/files/jp/104603.pdf

約１年前の大手カレーチェーンの廃棄されるはずのビーフカツなど
が不正に流通した事件の結末ですが、元処理業者に対する判決と、
仲介業者に対する判決がそれぞれ以下のように、「詐欺罪」として
名古屋地裁から判決が下されました。

■廃カツ転売、元業者に有罪判決 名古屋地裁（2017.1.27）
仲介業者の被告は「詐欺罪」に問われ、1月27日に名古屋地裁か
ら「食品への消費者の信頼をないがしろにする犯行で悪質」として、
懲役２年６月、執行猶予３年（求刑懲役３年２月）と判決。
■廃棄カツ横流し、処理業者会長に有罪判決 名古屋地裁
（2016.12.16）
詐欺罪などに問われた産業廃棄物処理業者の会長の被告に対し、
名古屋地裁は16日、懲役３年、執行猶予４年、罰金100万円（求刑
懲役３年６月、罰金100万円）と判決。法人に対しては罰金50万円
（求刑罰金50万円）と判決。
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